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村山地域森林整備推進協定書 

 

（名称） 

第１条 この協定は、「村山地域森林整備推進協定」と称する。 

 

（目的） 

第２条 この協定は、村山地域の森林・林業の再生に向け、森林の多面的機能の高度発

揮と資源の循環利用を図るため、協定者が連携、協力して団地化を推進し、合理的な

路網の整備、効率的な森林施業の実施及び普及に取り組むことを目的とする。 

 

（協定対象地域） 

第３条 この協定の対象地域は別添「村山地域森林整備推進協定位置図」に示す公益

財団法人山形県林業公社が管理する公社林（４，８４４ha）、村山総合支庁が管理する

県営林（６５６ha）及び山形森林管理署が管理する保護林及び緑の回廊を除く国有林

（５０，３６９ha）の森林（合計面積５５，８６９ha）とする。 

 

（森林共同施業団地） 

第４条 協定者は、第３条の協定対象地において、合理的な森林作業道等の開設や効

率的な間伐などの森林整備及びその技術の普及を、民有林と国有林が一体となり、連

携して実施できる区域について森林共同施業団地（以下、「施業団地」という。）を設定

するものとする。 

 

（実施計画） 

第５条 施業団地において森林整備を推進するため、協定者は連携して、村山地域森林

整備実施計画（以下、「実施計画」という。）を定めるものとする。 

２ 実施計画では、次に掲げる事項を定める。 

 (1) 森林整備を行う森林の区域及び面積 

 (2) 森林整備の目標に関する事項 

 (3) 森林施業の集約化に関する事項 

 (4) 森林施業の方法に関する事項 

 (5) 路網の整備及び管理に関する事項 

 (6) 効率的な森林施業の普及に関する事項 

 (7) 事業計画（年次別、所管別、事業区分別、区域別）に関する事項 

 (8) その他（地域材の需要拡大及び協調出荷に関する事項等） 

   

（協定の有効期間） 

第６条 この協定の有効期間は、平成２７年４月１日を始期とし、第五次国有林野施業実

施計画の計画期間である平成３２年３月３１日までとする。 

  ただし、有効期間満了に当たっては、協定者間で協議を行い有効期間を延長できる

ものとする。その際、実施計画を新たに定めることとする。 

 

 

（協定の変更又は廃止） 

第７条 この協定の有効期間内に、諸般の事情により協定の変更又は廃止の必要が生じ

たときは、協定者は協議の上、協定を変更又は廃止できる。 

 

（運営会議） 

第８条 協定者は、協定事項を処理するため、協議の上、運営会議を開催するものとする

る。 

２ 運営会議は次に掲げる事項を行う。 

(１) 本協定に基づく森林の整備に関する事業の実施に当たっての連絡調整 

(２) 路網の設置及び維持管理に関する連絡調整 

(３) 効率的な森林整備の普及に関する連絡調整 

(４) その他協定の実施に関し必要な連絡調整 

 

（集約化の推進） 

第９条 協定者は、民有林における施業の集約化の推進にも資するよう、協定対象区域

及び施業団地の区域の拡大についても検討することとする。 

 

（その他） 

第１０条 この協定の運営に関し、本書に規定のない事項については、互いに協議した

上、決定する。 

 

 以上、この協定の実施に当たっては、互いに信義を重んじ誠実に履行することを約束

し、各協定者記名押印の上、各 1 通を保有する。  

 

 

平 成 ２ ７ 年 ３ 月 ２ ７日 

 

 

 

公益財団法人 山形県林業公社理事長  細 野  武 司   印 

 

 

 

 

 山形県村山総合支庁 産業経済部長   角 田  嘉 郎    印 

 

 

 

 

山形森林管理署長               髙 野  憲 一   印                 

                         



 

畑・田代・岩野地区森林共同施業団地森林整備実施計画 

 

 

 村山地域森林整備推進協定書（以下「協定書」という。）第５条に基づき、次のとおり森

林整備実施計画を定める。 

 

１ 森林整備を行う森林の区域及び面積 

(1) 区域 

森林整備を行う森林の区域は、寒河江市畑及び田代地区、村山市岩野地区の公

社林、県営林及び国有林(１３６～１４３林班及び１００１～１００２林班)とし、別図（畑・

田代・岩野地区森林共同施業団地位置図）に示す森林共同施業団地（以下「施業

団地」）の区域とする。 

 

(2) 面積等 

施業団地の森林面積は1,145ha、うち森林整備を行う森林の面積（以下「森林整備

面積」という。）は 147ha とする。（表１） 

 （表１）森林所有者別森林面積等                  単位：ha、m 

団地別・所有形態別 

 

森林面積 森林整備面積 路網整備延長  

備考 林道 森林作業道 

畑 ・ 田 代 ・

岩 野 地 区

森 林 共 同

施業団地 

山形県林業公社林 176 59     4,000  

県営林 12 12  1,000  

国有林 957     76  8,011    

       計 1,145 147  13,011  

 

２  森林整備の目標に関する事項       

(1) 施業団地は、山地災害防止機能、水源涵養機能の発揮を重視する森林であること

から、森林整備に当たっては、浸透・保水能力の高い森林土壌の維持及び根系、下

層植生の良好な発達が確保され、林木の成長が旺盛な森林に誘導するための森林

整備を推進する。 

(2) 具体的には、長伐期施業、複層林施業の推進、天然生広葉樹を保残するなどの

適正な伐採方法を採用し、林床の安定化を考慮した適切な間伐を計画的に実施す

る。 

 

３ 森林施業の集約化に関する事項 

 (1) 民有林と国有林が連携して、施業地を集約化し、効率的かつ低コストな間伐の実施

に努める。 

 (2) 施業地が集約化できない場合であっても、間伐の実施時期等について協定者間で

調整を図り、集約化の効果が発揮できるように努める。 

 

４  森林施業の方法に関する事項 

(1) 間伐等の実施方法 

①  間伐は林分の健全化、林木の形質の向上等を図ることを目的として、林木の競

合状態等に応じて実施する。 

② 間伐率については、現地実態に応じて決定する。 

(2)  間伐材の搬出方法 

間伐材の利用促進の観点から、民有林と国有林が連携して利用可能な間伐材を

低コストで搬出できる現地に適合した、作業システムの検討及び導入を推進する。 

  (3)  間伐以外の森林整備についても、民有林と国有林が連携して路網を整備し、その

相互利用により計画的、効率的に実施する。  

 

５  路網の整備及び管理に関する事項 

(1) 協定者は、効率的な森林施業の推進、高性能林業機械を含む林業機械作業シス

テムの導入促進等のため、林道（林業専用道を含む。）及び森林作業道等施設（以

下「路網」という。）の計画的な整備に努める。 

(2) 路網の整備は、原則としてそれぞれの協定者が実施する森林整備の必要性に応じ

て、実施することを基本とし、整備後は適切な維持管理を行うものとする。 

(3) 路網の整備に当たっては、林地保全に配慮して作設するものとし、協定者が一体と

なって効率的な森林施業ができるよう、施業団地内を効率的に連絡する配置を検討

する。 

(4) 路網の利用に当たっては、利用者はあらかじめ管理者に連絡するものとする。 

(5) 協定者及び協定者が発注した事業の受注者が、協定者それぞれが設置する路網

を相互に利用する場合、通行料金は相互に無料とする。 

   ただし、他の者の通行を完全に遮断するなど路網を占有する場合はこの限りでは

ない。 

 (6) 協定者及び協定者が発注した事業の受注者が、協定者それぞれが所有する路網

を利用する場合、善良な利用を心がけ、利用者が原因となる毀損等が発生した場合

は、原則として原因者が復旧することとする。 

     なお、自然災害による毀損等についてはこの限りではない。 

(7) 協定者は、その責めに帰すべき事由により、立木竹、路網など協定締結相手方の

財産に損害を与えた場合であって、復旧が困難又は不可能な場合は、これに相当す

る金額を補償しなければならない。 

 

６  効率的な森林施業の普及に関する事項 

 効率的な森林施業の普及の観点から、低コスト作業システムの検討導入、計画的な路

網整備の推進が図られる施業団地の特性を活かして、重点研修エリアを中心に、現地検

討会や研修等を協定者間で連携して実施し、地域の林業技術の向上、人材の育成に努

める。 

  

７ 森林整備の年度計画 

当該施業団地の森林整備の年度計画は、表２のとおりとする。 

 

 

 

 



（表２）森林整備の年度計画            

                             （単位：ha、ｍ3、ｍ） 

所有形態 施業種 H27 H28 H29 H30 H31 計 

 

山形県林業公社林 

 

    

 

間 伐  10.00 7.00 23.00  40.00ha 

主  伐      ha 

利用材積  150 210 345  705ｍ3 

 除 伐 6.79  11.00   19.19ha 

林 道      m 

森林作業道  1,000 1,000 2,000  4,000m 

 

県営林 

 

    

 

間  伐     11.57 11.57ha 

主   伐      ha 

利用材積     600 600ｍ3 

除 伐      ha 

林 道      m 

森林作業道     1,000 1,000m 
  

国有林 

 

    

 

間  伐   48.72 20.72  69.44ha 

主   伐   2.16 4.59  6.75ha 

利用材積   1,612 779  2,391ｍ3 

除 伐      ha 

林 道      m 

森林作業道   5,354 2,658  8,012m 

 

 

８ その他 

    地域材の需要拡大のため、民有林と国有林が連携した搬出間伐を実施し、可能な限

り協調出荷も検討することにより、木材の安定的な供給に努める。 

 



別添

村山地域森林整備推進協定位置図

森林共同施業団地



畑・田代・岩野地区森林共同施業団地位置図 別図


